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１．離島をとりまく現状 （１）離島の概要①

わが国は6,852の島嶼により構成されている。このうち、離島振興法による離島振興対

策実施地域は254島（75地域）となっている。

離島振興対策実施地域の面積は5,206k㎡で全国面積の1.38％、人口は約38万7千人で

全国人口の0.30％を占めている。

【日本の島嶼の構成】

【離島振興対策実施地域の現況】

区分 離島の状況

地域数 75

指定有人島数 254

面積 5,206k㎡

（対全国比） （1.38％）

人口 387千人

（対全国比） （0.30％）

関係市町村数 110 （注）人口は平成22年国勢調査による

（平成 24 年 4 月 1 日現在）

5
254

6,852 305 （離島振興法）
(全島嶼） 418

(有人島)
113 51 39

(沖縄振興特別措置法)6,429
(無人島) 8

(奄美群島振興開発特別措置法)
4

(小笠原諸島振興開発特別措置法)

(本州、北海道、四国
九州及び沖縄本島)

(法対象)

(法対象外) (その他の法律)

6,847
(離島)
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１．離島をとりまく現状 （１）離島の概要②

排他的経済水域の面積（447.3万ｋ㎡）は世界で６番目の広さ。

（出典：政府広報オンライン（内閣府））

【わが国の排他的経済水域等の概念図】

○国家的役割
・・・領域や排他的経済水域等の保全、

海洋資源の利用、多様な文化の継承、
自然環境の保全 等

○国民的役割
・・・海岸等の自然のふれあいを

通じた癒しの空間の提供 等
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離島の自然・社会増減の推移

１．離島をとりまく現状 （２）人口
昭和30年から平成22年までの人口の推移をみると、全国の人口は約4割増加している

一方、離島の人口は5割以上減少している。

離島の人口は自然減少率よりも社会減少率の方が高い傾向にあるが、近年その差は

縮まってきている。

【離島の人口の推移（S30～H22）】

（出典：国勢調査（総務省）、2010離島統計年報）

【離島と過疎地域等の人口推移の比較（H17-H22）】

離島 過疎地域 全国

人口の増減率
（H17－H22）

－９．１％ －７．１％ ０．２％
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（出典：国勢調査（総務省）、離島統計年報）

（出典：国勢調査（総務省）、離島統計年報、昭和37年離島振興基礎統計資料）
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１．離島をとりまく現状 （３）高齢者比率

離島の高齢者比率は33％であり、過疎地域と比較して高い。

平成２年から平成２２年までの２０年間の推移を全部離島ベースでみてみると、高齢

者比率が19.4％から35.3％へ上昇している。

【離島と過疎地域等の高齢者比率の比較（H17）】

（注）一部未集計の地域を除く

【高齢者比率の推移（H2～22）】

（出典：国勢調査（総務省）、2010離島統計年報）
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（出典：国勢調査（総務省）、2010離島統計年報、昭和37年離島振興基礎統計資料）
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１．離島をとりまく現状 （４）財政力指数

全国市町村の財政力指数が０．５前後であるのに対し、離島市町村の財政力指数は

０．２前後。

（注１）「地方公共団体の主要財政指標一覧（総務省統計局）」を基に作成

（注２）H23時点の全部離島（33市町村）ベース

【離島地域と全国の財政力指数の比較】
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１．離島をとりまく現状 （５）物価

一般的に離島の物価は本土に比べ高い。

人件費が主であるサービスについては、全国に比べ安いものもある。

○食品⇒概ね１割～３割程度高い

例）穀類(1.10), 野菜(1.23),油脂・調味料(1.32)等

○家庭用消耗品⇒概ね５割程度高い

例）トイレットペーパー(1.53),洗濯用洗剤（1.52）等

○石油製品⇒概ね１５円／Ｌ程度高い

○理容・美容⇒概ね１割～２割程度安い

例）理髪料(0.91),ヘアーカット代(0.84）等
（出典：平成２１年度離島の生活構造改善に関する調査（国土交通省離島振興課））

※石油製品は、本土に比べ平均20円/Ｌ以上高かったことから、昨年5月より「離島ガソリン流通コスト支援事業」を開始。

（出典：平成２１年度離島の生活構造改善に関する調査（国土交通省離島振興課））

（出典：平成２１年度離島の生活構造改善に関する調査（国土交通省離島振興課））

（出典：資源エネルギー庁調べ）



○離島地域における公共事業予算の内訳（Ｈ２１ 71,230百万円）

■ 公共事業予算については、平成９年度をピークに、減少の一途。全国が約４割減なの
に比べて、離島は約７割減となっている。

■ 離島の公共事業の内訳では、「水産基盤」が最も大きく、次いで「道路」「港湾」が続く。
このシェアの順番は、近年変わっていない。

9

離島の公共事業予算の推移

（出典：離島振興課調べ）

○離島の公共事業予算の推移（指数）

※Ｈ２２予算以降は、一部交付金事業化され、事業分野がみえにくく
なっているため、Ｈ２１データを示した。

水産基盤

整備 33%

道 路 整 備
19%

港 湾
16%

農業農村整

備 9%

治水・治山8%

海 岸4%
廃棄物処理, 

4%

簡易水

道, 3%
その他, 3% 森林基盤整

備, 2%
空 港, 1%

１．離島をとりまく現状 （６）公共事業予算の推移
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２．分野別の現状と施策 （１）交通①

離島航路の利用者数は平成１４年と平成１８年を比較すると約１１％減。

離島航路の１６％で減便又は廃止。３４％で運賃値上げを実施。

離島振興対策実施地域の空港（または飛行場）は全国で19か所。うち4か所は現在運航休止また

は廃止。

バス路線が運行されている離島は22％（56島）。離島振興計画の期間中に、８島でバス路線が一

部路線廃止。

離島住民の家計に占める交通費の支出割合は２～５割であり、本土に比べて負担が大きい。

（出典：離島振興計画フォローアップ、 2010離島統計年報、 H21離島の生活構造改善に関する調査）

（注）本資料における離島航路は、離島振興対策実施地域の離島から就航している航路である。

【離島航路の状況】

（出典：離島振興計画フォローアップ）



２．分野別の現状と施策 （１）交通②

例えば、国土交通省では地域公共交通の確保・維持・改善に資する取組を支援する事業を実施

している。

（出典：国土交通省資料） 11



２．分野別の現状と施策 （２）通信①

■ ブロードバンドが利用できていない離島は10島のみ。

■ ただし、光ファイバー等高速インフラは約8割の離島で整備されていない状況。

【離島におけるブロードバンドの利用状況】

【離島における光ファイバーの利用状況】

（注）「ブロードバンド利用可能」には携帯ブロードバンドも含む
（出典：離島振興計画フォローアップ）

（出典：離島振興計画フォローアップ）
12



・ 超高速ブロードバンド未整備地域であって、当該地域に過疎、辺地、山村、離島等の条件不利地域を含むものについて整備する事

業が対象。

・ これにより整備されるインフラの利用を促進するため、医療、健康福祉、教育等の公共アプリケーションを各自治体において導入。

②認定

③公共アプリケーションの導入のための
超高速ブロードバンド基盤整備につい
て、事業費の３分の１を交付

国民
利用者

①事業計画の
認定を申請（＊）

④超高速ブロードバン
ドインフラの貸与

⑤公共アプリ
ケーションの提供

⑤超高速ブロード
バンドアクセス
サービスの提供

地方公共
団体等

総務大臣

電気通信事業者局舎
公共施設

（学校、医療機関等）

一般世帯

超高速ブロードバンド
（光ファイバ） （無線も活用）

民間
事業者

仕組み
イメージ

（＊）電気通信基盤充実臨時措置法に基づき認定を受ける

利用できない世帯 ３％（約１４３万世帯）

超高速ブロードバンド 利用可能率（インフラ整備）

超高速ブロードバンドが利用可能な世帯 ９７％
【２０１２年３月末時点】

自治体等による利活用と一体的なインフラ整備を支援

2015年頃を目途に、すべての世帯でブロードバンドサービスを利用するという目標を実現するため、医療・健康福祉・教育等の高度な

公共アプリケーションの導入に資する超高速ブロードバンド基盤整備を実施する、過疎地・離島等を有する地方公共団体等に対し、事業
費の一部（３分の１）を支援する（23年度から実施）。

（24年度予算額：19億円）

２．分野別の現状と施策 （２）通信②

例えば、総務省では超高速ブロードバンド未整備地域に対する基盤整備事業を実施している。

情報通信利用環境整備推進交付金 概要

（出典：総務省資料）

13
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２．分野別の現状と施策 （３）産業①

■ 農林水産業の生産額の推移をみると、平成2年のピーク時から平成20年には約半減し

ており、離島における農林水産業は低迷している。

■ 離島の就業者数は、第1次産業が、昭和60年から平成20年にかけて約半減しており、

落ち込みが激しい。

■ 産業別就業者数の構成としては、第3次産業が高い構成率となっている。

（出典：2010離島統計年報）

【離島の農林水産業生産額推移】 【離島の産業別就業者数推移】



２．分野別の現状と施策 （３）産業②
例えば、農林水産省では、農業生産の維持を図りつつ、多面的機能を確保するという観点
から国民の理解の下に、直接支払いを実施している。
本土との隔絶性に伴い資材の調達コスト等の面で不利な離島など、傾斜地以外の条件不
利地域についても幅広く支援するため、平成２３年度からは、地域振興８法地域内の傾斜地
以外の条件不利地域を傾斜地並みの支援対象とする拡充を行っている。

15



２．分野別の現状と施策 （３）産業③

16

（出典：水産庁資料）

例えば、水産庁では、離島の漁業再生活動に対する支援制度「離島漁業再生支援交
付金」を実施している。
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２．分野別の現状と施策 （４）生活・環境①

■ 離島の水道普及率は全国と同程度。

■ 一方、離島の汚水処理人口普及率は平成14年の20％から平成19年には約40％

と、2倍近く向上しているが、全国の約84%に比べると水準は低い。

【水道普及率の推移】

（注）離島振興計画フォローアップをもとに作成

【汚水処理人口普及率の推移】

（１）上下水道

■ 半数近い離島においてリサイクルやごみ減量化等の取組を実施。

■ 一方、ごみの多くを島外へ搬出せざるを得ない状況もある。

（出典：離島振興計画フォローアップ）

清掃活動を実施している離島のうち、約73%がゴミを島外に搬出しており、その経費

が課題とされている。

（２）廃棄物・リサイクル

（３）海岸漂着物

（出典：離島振興計画フォローアップ）



２．分野別の現状と施策 （４）生活・環境②

例えば、経済産業省では、自動車リサイクル、家電リサイクルについて海上輸送費

の負担の軽減を行う支援措置を実施している。

○離島対策支援事業（自動車リサイクル法）

・概要：離島地域における、使用済自動車の処理の際に発生する海上運搬費用等やそれが要因となって引き起こ
す使用済自動車の不法投棄などの問題に対して、離島地域から本土の引取業者への引渡し時の海上運
搬費用等を支援することにより、使用済自動車の適正かつ円滑な引渡しを推進。

・対象者：離島４法（離島振興法、奄美群島振興開発特別措置法、小笠原諸島振興開発特別措置法、沖縄振興特別措置法）、地理的条
件、交通事情等の条件により、引取業者への引渡しが他の地域に比して著しく困難な地域として経済産
業大臣・環境大臣が指定する地域

（出典：経済産業省ホームページ）

（出典：環境省資料）

18

例えば、環境省では、海岸漂着物の回収・処理や発生源対策等に係る事業を実施し

ている。

○漂流･漂着･海底ごみに係る削減方策総合検討事業

・概要：海岸漂着物処理推進法の成立を踏まえ、同法を適正に施行しつつ、離島などの海岸において、地域の実
情に応じた漂流･漂着･海底ゴミの状況把握、効率的な回収・処理方法の確立及び発生原因に関する調
査・効果的な対策の検討を実施。

18
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２．分野別の現状と施策 （５）医療①

■ 医師不在の離島は約4割。

■ 産婦人科医がいる離島は10島しかない。

■ ヘリポートが設置されている離島は100島（H20年度時点）で、平成14年度の88島に比

べて増えている。

（出典：離島振興計画フォローアップ）



２．分野別の現状と施策 （５）医療②

へき地保健医療対策関係予算

（１）へき地医療支援機構の運営 （４）へき地保健指導所の運営

（２）へき地医療拠点病院の運営 （５）へき地巡回診療の実施 など

（３）へき地診療所の運営

（出典：厚生労働省資料）

例えば、厚生労働省では、へき地・離島の住民に対する医療の確保及び臨床研修医

の研修環境等の充実を図るため、離島を含むへき地に所在する医療施設や臨床研修

病院の施設整備等を支援する事業を実施している。

医療施設等設備整備費補助金

（１）へき地医療拠点病院

（２）へき地診療所

（３）へき地患者輸送車（艇）

（４）へき地巡回診療車（船）

（５）過疎地域等特定診療所

（６）へき地保健指導所 など

医療施設等施設整備費補助金

（１）へき地医療拠点病院

（２）へき地診療所

（３）過疎地域等特定診療所

（４）へき地保健指導所

（５）研修医のための研修施設

（６）臨床研修病院 など

20
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２．分野別の現状と施策 （６）福祉①

■ 185島（全体の71%）で介護保険施設の整備がされていない。

■ 介護福祉士等の人材確保に取り組んでいる離島は84島（全体の33％）ある。

■ 島内の高齢者に対して認知症予防介護教室や運動機能向上教室等の地域活動に取り組んで

いる離島は194島（全体の75％）ある。

■ 保育所が無い離島は全国で166離島（全体の64%）ある。

【島内で介護保険施設が整備されている離島の割合】

【介護福祉士等の人材確保への取組状況】

取り組んでいる
33％（84島）

取り組んでいない
67％（174島）

【高齢者の介護予防等への取組状況】

取り組んでいる
75％（194島）

取り組んでいない
25％（64島）

【島内で保育所が整備されている離島の割合】

島内に保育所有
36％（92島）

島内に保育所無
64％（166島）

（出典：離島振興計画フォローアップ）



２．分野別の現状と施策 （６）福祉②

例えば、厚生労働省では、サービス確保が困難な離島等の特例などにより、離島等に

おける介護サービスの確保・充実に必要な措置を行っている。

○サービス確保が困難な離島等の特例

・制度概要：指定サービスや基準該当サービスの確保が著しく困難な離島等の地域で、市町村が必要と認める場
合には、これらのサービス以外の居宅サービス・介護予防サービスに相当するものを保険給付の対象と
することができる。

○離島等サービス確保対策事業

・事業概要：離島等地域の実情を踏まえたサービス確保等のため、離島におけるホームヘルパー養成など、人材
の確保対策に重点をおき、具体的な方策・事業の検討や試行的事業を実施し、もって、介護サービスの
確保等を図る。

○生活支援ハウス等の整備（介護基盤緊急整備等臨時特例基金）

・事業概要：市町村が策定する市町村内の日常生活圏域で利用される地域密着型サービス拠点、介護予防拠点
や生活支援ハウス等の整備計画に対し、基金より支援を行う。

○離島等の特別地域加算

・制度概要：サービス確保の観点から、離島等一定の地域に所在する事業所が行う訪問介護・訪問入浴介護・訪
問看護・福祉用具貸与等について、サービス費用の15％を特別地域加算として加算する。

○離島等地域における特別地域加算に係る利用者負担額軽減措置

・事業概要：離島等地域においては、訪問系の介護サービスを利用した場合、上記のとおり特別地域加算が行わ
れ、利用者負担額も増額されることになる。このため、離島等地域の利用者負担額について、他地域との
均衡を図る観点から、低所得者の利用者負担額の１割分を減額（通常10％の利用者負担を9％に）する。

（出典：厚生労働省資料）
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２．分野別の現状と施策 （７）教育・文化①

■ 島内に高校のある離島は約10％ 。

■ 離島の小学校は、平成14～20年の間に、42校（離島の小学校数の約11％）が廃校となった。

■ 離島の中学校は、平成14～20年の間に、21校（離島の中学校数の約9%）が廃校となった。

■ 小中学校の統廃合に伴い、島外への通学に関する経済的負担が大きくなっている。

離島には多様な歴史・文化が多数存在。

島に残る歴史遺産を積極的に活用した児童生徒の交流学習や島に伝わる祭事を学校の授業

に取り入れ継承する取組等が行われている。

（出典：離島振興計画フォローアップ）

（出典：離島振興計画フォローアップ）

（１）教育

（２）文化



２．分野別の現状と施策 （７）教育・文化②

例えば、文部科学省では、高校未設置離島の高校生を対象に、教育費負担が重くなっ

ている通学費、居住費等に要する経費を支援する都道府県及び市町村に対する補助

を実施している。

離島高校生修学支援費

○趣旨：離島に住む高校生については、その島を離れて高校進学せざる得ない者が多く、そのこと
に伴い、通学費や自宅を離れての居住費の負担が重くなっている。教育の機会均等の観点からも、
すべての意志ある高校生が安心して勉学に打ち込める社会をつくることが重要であり、離島関係団
体などからも国の支援の必要性が強く求められている。

特に、高校未設置の離島に住む高校生については、高校進学のために島外に通学及び居住する
ことになるため、通学費や居住費などを対象に修学支援に要する経費の援助を行う都道府県及び
市町村に対し、国がこれに要する経費の一部を補助するために必要な経費である。

○事業内容

・補助事業者：市町村又は都道府県

・補助対象事業：自治体が行う離島高校生を対象とした修学支援事業

・補助率：１/２

・積算内訳

－支給額：年額１５０，０００円

－対象生徒数：約２，４００人（高校未設置離島の高校生）
（出典：文部科学省資料）
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２．分野別の現状と施策 （８）観光・交流①

全体の傾向として、離島の観光客数及び宿泊客数は年々減少している。

【離島の観光客数の推移（S40－H20）】

（注）観光客数については、直島と与島の値を除く
（出典：2010離島統計年報）



２．分野別の現状と施策 （８）観光・交流②

例えば、観光庁では、様々な滞在型観光の取り組みを推進し、市場との窓口機能等を

担う「観光地域づくりプラットフォーム」の形成を促進しつつ、着地型旅行商品の企画・

販売、人材育成等を行う取組みを支援している。

○観光地域づくりプラットフォーム支援事業

※平成２２年度までに認定をうけた４５地域の観光圏が対象

（１）設立準備段階（１か年）

・概要：観光圏において、「観光地域づくりプラットフォーム」が着地型商品の販売等をワンストップ
窓口として持続的に行うための事業計画の策定に対する補助

・補助対象事業： 観光地域づくりプラットフォームの事業計画策定
・補助対象者： 観光圏整備法に基づく協議会
・補助額： 上限５００万円

（２）運営初期段階（原則２か年）

・概要：認定を受けた観光圏整備実施計画に基づき「観光地域づくりプラットフォーム」が実施する
事業に対する補助

・補助対象事業： 商品企画開発・販売促進、体験・交流・学習促進、人材育成、情報提供、
宿泊魅力向上、イベント開発、交通整備、モニタリング調査等

・補助対象者： 法人格を有する「観光地域づくりプラットフォーム」
・補助額： 事業費の４割

（出典：観光庁ホームページ） 26
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２．分野別の現状と施策 （９）エネルギー①

■ 一部の離島においては、島全体の電力網が小規模であるため、再生可能エネルギーの受入れ
について限界がある。（本土等の本系統と連系している離島は６９％、連系していない離島は３
１％（沖縄、奄美、小笠原を含む）。 ）

■ 今後も離島において再生可能エネルギーの導入拡大を進めていくことが重要。

（１）再生可能エネルギー

（２）石油製品

【本系統との連系の有無】

（注）離島4法の対象となる有人離島（N=312）を対象

（出典：離島における新エネルギー導入グランドデザイン（H21経産省））

■ 離島における石油製品の流通コストは、島の大きさや流通経路等により本土と比べて約７～１５
円／Ｌ程度割高となっている。また、ガソリン販売量が少ないこと等から、小売価格は、本土に比
べて平均２０円／Ｌ以上高くなっていた。現在、「離島ガソリン流通コスト支援事業」により、平均１
５円／Ｌ程度まで価格差が縮まっている。 （出典：資源エネルギー庁 離島ガソリン流通コスト支援事業）

石炭
2,618 
24%

LNG
2,998 
27%石油

950 
9%

コジェネ
315 
3%

原子力
2,882 
26%

太陽光
38 
0%

風力
43 
0%

水力
894 
8%

地熱
26 
0%ﾊﾞｲｵﾏｽ

144 
1%

２０１０年度
全国発電実績

再生可能エネルギーの割合
約１０％

（出典：資源エネルギー庁資料）



２．分野別の現状と施策 （９）エネルギー②
例えば資源エネルギー庁では、自家消費向け再生可能エネルギー発電設備導入に対して支援

措置を講じている。

例えば環境省では、再生可能エネルギー等による自立・分散型エネルギーシステムの導入を推

進する事業に対する補助事業を行っている。

資源エネルギー庁では、離島の揮発油販売業者が島民にガソリンを販売する際に、実質的なガ

ソリン小売価格が下がるよう支援措置を講じている。

○離島ガソリン流通コスト支援事業
・概要：離島における石油製品流通コストは、島の大きさや流通経路等により割高となっているため、輸送形態と

本土からの距離に応じて補助単価を設定し、実質的なガソリン価格が下がるよう補助を行う。
・対象者：離島の揮発油販売事業者等

○地域の再生可能エネルギー等を活用した自立分散型地域づくりモデル事業

・概要：災害に強く、低炭素な地域づくりを支援するため、先進的・特徴的な取組を採り入れた、再生可能エネル
ギーや未利用エネルギーによる自立・分散型エネルギーシステム（これらに併せての蓄電池導入を含む）
の集中導入を、産学官で推進する事業について、補助を行う。

・対象者：民間企業等

・補助率：本事業の補助率は1/2

○独立型再生可能エネルギー発電システム等対策費補助金

・概要：地方自治体や民間事業者等に、蓄電池を含めた自家消費向けの再生可能エネルギー発電システム導入
に対する支援を行い、再生可能エネルギーの導入拡大を図る。

・対象者：自家消費向け再生可能エネルギー発電システムの導入を行う地方自治体や民間事業者等

・補助率： 地方自治体等１／２以内、民間事業者等１／３以内
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２．分野別の現状と施策 （１０）防災①

離島における土砂災害危険箇所に対するハード整備率は13％。

ほとんどの離島において防災伝達手段と自主防災組織の体制が整備されている一方、ハ

ザードマップの作成については全国に比べて少ない。

（出典：離島振興計画フォローアップ）



30

２．分野別の現状と施策 （１０）防災②

（出典：離島振興計画フォローアップ、H23離島の流通改善に関する調査）

■ 離島における死者・行方不明者は約６０
人。家屋多数流出。

■ 基幹産業である漁業施設は壊滅的な被害
を受け、ライフライン復旧は本土に比べ大
幅に時間を要している。また、全ての航路
の運航ができなくなる等、島は孤立した。

■ 一方、人的被害がほとんどない離島もあっ
た。要因として「平地が狭く高台が近かっ
た」「日頃の防災活動の取組が生かされ
た」「コミュニティがしっかりしていて共助に
より適切な避難行動が実施できた」等が考
えられる。

・

気

仙

沼

石巻

塩竈

【野々島】（塩竈市）
人口 111 人
死者：0人、不明者：0人
・17棟の家屋が流出

【朴島】（塩竈市）
人口 24 人
死者：0人、不明者：0人
・家屋損壊、床上浸水

【桂島】（塩竈市）
人口 161 人
死者：0人、不明者：0人
・30棟程度の家屋が流出

【寒風沢島】（塩竈市）
人口 266 人
死者：2人、不明者：1人
・25棟の家屋が流出
・52棟の家屋が全壊

【大島】（気仙沼市）
人口 3,125 人
死者：26人、不明者：6人
・島の数集落が壊滅状態

・大島汽船の使用可能船舶
無し

【出島】（女川町）
人口 465 人
死者：13人、不明者：12人
・浮桟橋流出、岸壁沈下等
・多くの建物が全壊

【江島】（女川町）
人口 89 人
死者：0人、不明者：0人
・多くの建物が一部損壊

【田代島】（石巻市）
人口 81 人
死者：0人、不明者：1人
・岸壁沈下等

【網地島】（石巻市）
人口 426 人
死者：1人、不明者：0人
・40棟程度の家屋が全壊

■東日本大震災被災状況



２．分野別の現状と施策 （１０）防災③

例えば、内閣府では、集落が孤立したときに、外部との連絡を行う「衛星携帯電話」と

当該電話のバッテリーを充電する「非常用発電機」の購入に対し支援を行っている。

○地域防災力向上支援事業

・目的：地震や豪雨時等の道路の寸断、通信の途絶による孤立集落が発生した際、救命・救助活動
を円滑に実施するため、孤立可能性のある集落に衛星携帯電話等を配備し、地域の安全の
向上に資すること

・概要：集落が孤立した時に、外部との連絡を行う「衛星携帯電話」と当該携帯電話のバッテリーを
充電する「非常用発電機」の購入に対し国が支援を行う。

○事業主体：地方公共団体（都道府県及び市町村）

○対象集落：孤立可能性のある集落（アクセス道路(両側通行可)が2本以下かつ固定電話や携帯
電話以外の通信手段が1以下かつ機器を適切に維持管理出来る集落）

○対象機器：衛星携帯電話と非常用発電機

○補助率等：１／２（国費１７５千円(一箇所当たり)を上限）

○対象経費：衛星携帯電話と非常用発電機の購入に要する経費

（出典：内閣府ホームページ）
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